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みを示してみよう。
（1） 豊かな心をもち，たくましく生きる人間の育成
を図ること。
（2） 自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応でき
る能力の育成を重視すること。
（3） 国民として必要とされる基礎的・基本的な内容
を重視し，個性を生かす教育の充実を図ること。
（4） 国際理解を深め，我が国の文化と伝統を尊重す
る態度の育成を重視すること。
これら四つのねらいは，もちろん単に並列するもの
でなく，それなりの意味をもちながら相互に関連して
いることはいうまでもない。一本で示すには，あまり
にも多岐のものを含んでいるということである。した
がって，「社会の変化に主体的に対応できる心豊かな
人間の形成」とまとめてもよいし，「変化への対応と
個性化」ととらえて もよいことになる。要は，ごの四
つのねらいが，相互に内的な関連や構造をもっており，
個性ｲ匕を考える際にも国際化の問題を取り上げるに際
しても，それぞれ個別に考えてはならないということ
である。「総則」において，単なる形式や枠組みだけ
でなく，理念的なことが今回示されたのも，以上のこ
とが関連しているといえる。
以上のことから，これからの社会科教育実践にとっ
ての新しい課題は，これら四つのねらいの中から導き
出される必要があろう。
以下，それらの課題の主なものを取り上げ，社会認
識育成とのかかわりで考察してみたい。
２　児童・生徒の変容とそれへの対応
児童・生徒を取り巻く教育（学習）環境が非人間的
なものとなり，「自然」との乖離や「経験」の欠落な
どからくる様々な問題が生じているとの指摘がなされ
てすでに久しい。しかし，最近の調査でも，高層住宅
に住む幼児は，知的発達 は高いが，日常のあいさつ，
衣服の着脱といった生活習慣の面で，低層住宅の幼児
に比べて，発達・自主が著しく遅れているという新し
い指摘がなされている。このように，児童・生徒をめ
ぐる状況については，処方のための様々な議論や提言，
実践がなされてはいるものの，次から次へと新しい問
ｌ　－
題が生じ
，教育の対応は常に後手にまわらざるをえな
いという現状にある。
先述の改善のねらいの（1）は
，このような現実の分析
とそれへの対応を示したものといえる。自然を愛し美
しいものや崇高なものに感動したり
，基本的な生活習
慣を身に付け
，自律・自制の心や強靭な意志と実践力
をもつことなどは
，教育の基礎・基本である。その意
味で
，匚家庭における基本的日常習慣の自立状況」が
十分でないとする高層階の幼児の調査結果は
，都市化，
高密度化か一層進行する状況の中で
，教育に対して新
しい課題を提出したといえよう。
このことは
，社会科の学習にとっても直接的な課題
となる
。社会認識の育成に当たって，学習主体の側に
基礎的
・基本的なものが身に付いていないといけない
からである
。幸いにして，今回の改訂では，「豊かな
心
」と匚たくましく生きる人間」の育成がねらわれ，
厂生活科
」の新設や各教科等の指導に当たっても，体
験的な活動をはじめ
，様々な配慮事項が具体的に示さ
れた
。これからは，児童・生徒をめぐる状況を常に視
野に入れながら，教科指導に取り組んでいくことが要
請されるのである。
ここから導き出される社会科教育実践にとっての新しい課題としては，当面次の三つを挙げることができ
よう。
①　児童
・生徒の社会意識や生活実態の把握
②　厂生活科」の実践と経験の小学校社会科への生
かし方
③　小・中・高等学校を通しての「作業的，体験的
な学習」の具体的展開
①については
，一般的な調査はなされているが，各
学校ごとに昨今の変容の実相をとらえておくことが必
要であろう
。昨今の社会の変化それに伴う児童・生
徒の変容はあまりにも急激で
，それが常に教育に先行
するので
，教育の対応は後手にまわらざるをえないの
が実状である
。そこで，一般的調査結果のみに依るの
でなく
，自分の学級や学校の児童・生徒の実態を常に
把握し
，かつ理解しておく,ことが要請される。
②については
，これからの小学校第３学年以降の社
会科にとっての最重要課題といえよう
。　匚体験」，
「自分
」，「自立」という一人称で展開される学習経
験は
，第,３学年以降の社会科に何らかの変質を与えず
におかないからである
。観察，調査，実験，探索，製
作
，飼育，栽培，採集，遊び，動作，劇化などの活動
は
，社会科学習を活性化させる上で効果的であろう。
自分とのかかわりで社会事象をとらえるという学習も
，
これまでの社会科実践の中で手薄な部分であっただけに，「生活科」の経験を大いに取り入れたいものであ
-
る
。自立への基礎を育てるということは，「生活科」
だけで十分に全うできるものではない
。社会科学習を
通しても
，このことは目指されなければならない。社
会事象にかかわる認識主体の基盤形成が大切だからで
ある。
③は
，②と重なるが，小・中・高等学校を通して強
調されたところに
，今回の改訂の特色がある。すなわ
ち
，小・中学校の場合は，匚総則」の「指導計画の作
成等に当たって配慮すべき事項」の２の（2）に，新しく
次のように示されている
。「各教科等の指導に当たっ
ては
，体験的な活動を重視するとともに，児童（生徒）
の興味や関心を生かし
，自主的，自発的な学習が促さ
れるよう工夫すること
。」また，中学校社会科の「第
３　指導計画の作成と内容の取扱い」と高等学校の
厂地理歴史科
」と厂公民科」のそれぞれの厂第３款
各科目の指導計画の作成と内容の取扱い」に，厂作業
的
，体験的な学習を取り入れるよう配慮するものとす
る
。」と示されたＯこれまでも部分的に取り組んでき
たことでもあるが，より積極的に日常化してみたいも
のである。
３　変化への対応とその課題
教育課程審議会に対する諮問事項の
一つに「社会の
変化に適切に対応する教育内容の在り方」が取り上げ
られたのは
，画期的なことであった。それだけ，ここ
10年の社会の変化が著しく
，その教育へ影響するとこ
ろが大であったということであろうＯこの諮問を受け
て答申されたのが
，改善のねらいの（2）である。そこに
おいては
，「これからの学校教育は，生涯学習の基礎
を培うものとして
，自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体
的に対応できる能力の育成を重視する必要があるＯ」
と示されたのである。
このことは
，端的に言えば，自己教育力の育成をど
う図るかということになろう
。自己教育力に関しては，
昭和58年11月の中央教育審議会の『審議経過報告』で
，
初めて用語が登場して以来
，臨時教育審議会や教育課
程審議会での議論を含めて
，様々な立場や角度から論
じられてきた
。筆者も，社会科における自己教育力育
成の視点として
，次の五つを挙げて論じたことがある。
①主体確立の条件をつくる
。②「問い」をもつ子供を
育てる
。③知的好奇心を喚起する。④社会認識のため
の枠組みを提供する
。⑤生き方の課題を求める。こう
した議論や提言を受けて
，自己教育力の育成にかかわ
る実践も数多く報告されるようになってきた
。
しかし
，社会科におけ取組みを考えるに当たって
忘れてはならないことは
，過去20年間の実践の経験を
再評価するということである。自己教育力を論ずる場
２－
合，その概念や新しい発想のみに目を奪われて，社会
科実践の遺産を忘れがちだからである。
例えば，昭和44年版中学校社会科の具体目標の３に
は，次のように示されている。
経済・社会・文化などが急速に変化発展し
ている日本や世界の現状に目を開かせ，さま
ざまな情報に対処し，確実な資料に基づいて
公正に判断しようとする態度とそれに必要な
能力の基礎をつちかう。
これらについて，『中学校指導書　 社会編』（昭和
45年）では，次のように解説されている。
「現代社会は未曽有の急速な変化発展の中でますま
す複雑化・高度化し，価値体系や価値観も多様化とと
もに流動化し，多種多様力:情報が生産されて，それが
発達したマスコミュニケーションを通して広く伝達さ
れるようになってきた。……現在および将来に生きる
生徒たちが，このような現代社会の動向に目を開き，
それに対処する態度や能力の基礎を身につけることは，
特に社会科教育において重要な意味をもつようになっ
たといわなければならない。……この目標は，中学校
社会科の到達目標というよりは，むしろ生涯教育の目
標と考えたほうがより適切であるかもしれない。しか
し，そのような態度や能力の基礎を学校教育でつちかっ
ておくことが必要不可欠であることはいうまでもない。
指導上さまざまな困難の予測される目標ではあるが，
創意くふうをこらして，この目標の達成に努めたいも
のである。」
20年も前の解説文と思えない新鮮な指摘がここには
ある。社会科教育においては，20年も前に，『社会の
変化への対応』を先取りしていたのである。すなわち，
昭和43-45 年版の小・中・高等学校の学習指導要領で
は，教科目標はもとより，学年，分野，科目の各目標
において，いわゆる能力目標が設置され，情報化社会
の状況 の進行への対応がなされた。これを受けて，思
考力の育成や資料活用能力 の育成をめぐる問題が研究
テーマとして取り上げられ，実践されてきたことは周
知のとおりである。
諸能力の育成をめぐる問題には，いま一つ重要な要
素が加わっていた。それは，「学び方を学ぶ」という
要請である。つまり，単なる学び方や学び取り方でな
く，生涯を通して学習していける学習の仕方の基礎を
養うという問題である。学んだことが陳腐化し，その
意味や価値が変わったとしても，新しい事実や事態に
的確に対処できる学び方を身に付けることが要請され
たのである。
－
以上の要請に基づく実践は, 1970 年代を通して行わ
れた。 1990年代の自己教育力育成にかかわる実践は，
当然のことながら，これら先行研究に学ぶ必要があろ
う。例えば，今回の答申の自己教育力にかかわる部分
は，次のように説明されている。
「そのためには，児童生徒の発達段階に応じて必要
な知識や技能を身に付けさせることを通して，思考力 ，
判断力 ，表現力などの能力の育成を学校教育の基本に
据えなければならない。とりわけ，新たな発想を生み
出すもとになる論理的な思考力と想像力 ，直観力など
を重視するとともに，科学技術の進歩や情報化 の進展
に対応するために必要な基礎的な能力 の育成にも留意
しなければならない。また，生涯にわたる学習の基礎
を培うという観点に立って，自ら学ぶ目標を定め，何
をどのように学ぶかという主体的な学習の仕方を身に
付けさせるよう配慮する必要がある。」
このくだりは，先述の昭和44年版の中学校社会科の
解説と重なる。しかし，20年前と今回との違いは，こ
の理念が，学習指導要領に具体化され，取組みの方向
が明示されたということである。これからは，過去20
年間の実践の成果に学びつつ，新しい視点からの取組
みを進めていく必要があろう。
４　基礎・基本の重視と個性を生かす教育の充実
教科の指導において，基礎的・基本的な内容を重視
することが必要なことはいうまでもない。教育課程の
基準の改訂 のたびに，このことが取り上げられてきた
ことの意味は，そこにある。ところで，今回は，それ
が個性を生かす教育 の充実とセットで示されたところ
に特色がある。このことに関しては，相反する性格の
両者を並べて示すことは矛盾するものではないかとの
指摘や議論がなされた。しかし，一見相矛盾するよう
に見える両者を，統合的関係においてとらえた背景に
は，それなりの時代的，社会的要請があったのである。
このことは，ここ数年 の教育改革にかかわる各種審
議会の提言をみても明らかである。昭和58年11 月の中
央教育審議会教育内容小委員会の審議経過報告では，
「個性と創造性の伸長」が今後 の学校教育において特
に重視すべき視点の一つとして挙げられているし，臨
時教育審議会の答申では，「個性重視の原則」が示さ
れているのである。このことに関して，臨時教育審議
会の答申では，「豊かで，多様な個性は『基礎・基本』
の土台の上に初 めて築き上げられるもの」とし，「豊
かな個性や社会性を培うための基礎的・基本的事項」
の修得を，初等中等教育の重要な役割の一つに挙げて
いる。 この一連の流れの中に，今回の教育課程審議会
の答申が位置づいているということができる。
３ －
ここで
，「個性」に関する表現を，昭和51年の教育
課程審議会の答申と今回の答申とで比べてみると
，
「個l生に応じた教育」が「個性を生かす教育」に変わっ
ている点に気付く
。これには，単なる表現上の違い以
上の深い時代的要請が含まれているとみることができ
る
。例えば，臨時教育審議会は，その最終答申におい
て
，21世紀に向かっての我が国社会の変化を，成熟化
の進展
，科学技術の進展，国際化の進展と特徴づけ，
そこに教育改革の時代的要請を求めている
。そして，
「来たるべき時代は
，人類文明の在り方と人間の生き
方を問い直し
，多様な文化の一層の開花と人間性の回
復を強く求めるであろう
。」としている。これが今回
の教育課程審議会の答申に反映され
，その改善のねら
いとして
，「たくましく生きる人間」，「自ら学ぶ意
欲と社会の変化に主体的に対応できる能力
」という主
体を正面に出す表現とともに
，「個性を生かす」こと
が求められたといえる
。ここ，「個性を生かす教育」
の新しい意味をみることができるのである
。
ところで
，今回は，基礎・基本を，単なる知育中心
でなく
，徳育・体育を含めた人間形成との関連でとら
えている
。そこに，基礎・基本の徹底と個性重視が統
合的にとられている意味がある
。つまり，基礎的・基
本的な内容は
，単なる知識の体系でなく，人間として
生きていく上で必要な社会性や情緒の涵養など自立へ
の基礎をも含むものであり
，また，変化の激しい時代
を個性豊かに生きる力となると同時に
，生涯にわたる
人間形成の土台となるものでなければならない
。
その意味で
，これから社会科の授業におては，
従前にもまして
，「個人差」を意識し，それに応じた
指導を行うことが要請される
。幸いにして，社会科に
おいても
，「指導の個別化」や「学習の個性化」への
取組みがこれまでも進められてきた
。そこにおいては，
「個人差」を意識することによって，児童一人一人の
能力や適性への配慮が深まり，一斉学習を基本としな
がらも
，新しい授業の在り方が探究されている。基礎
的
・基本的な内容の指導がよりよく生きるためには，
このような先行実践に学びながら
，伝統的な個別指導
の枠を超えるものでなければならない
。
ところで
，これまでは，基礎・基本の指導において
は
，その内容を確実に身に付けさせることが優先し，
そこへ児童生徒一人一人をいかに到達させるかが課題
となりがちであった。これでは個性を生かすことには
ならない
。児童・生徒は，もともと個性的であり，学
習のスタイルも様々である
。一人一人思考の型に違い
があり
，それぞれ個陛的な発想をし，発言をする。授
業においては
，これらを受容し，認め，尊重する学習
環境を整えることがまず大切である。その上で，基礎
－
的
・基本的な内容を身に付ける過程で，児童・生徒一
人
一人の個性がよりよく伸びるよう援助する必要があ
る
。これからは，そのことを通して，創造力・思考力・
判断力
・表現力等を育成することが期待されるのであ
る
。換言すれば，教師の装置する個別指導でなく，学
習者の側に立ち
，児童生徒一人一人の自由で個性的な
発想を大切にすることを通して
，基礎的・基本的な内
容を確実に身に付けさせるよう工夫する必要があるの
である。
ところで
，個性がよりよく生きるためには，児童生
徒
一人一人が自分のものの見方や考え方をもつことが
大切である。これは，現代の時代と社会が要請する教
育課題でもある。
我が国は
，先進工業国として成長から成熟の段階に
入りつつあり
，それに伴って，教育上の新しい課題が
提起されている
。例えば，生活文化面での自由時間の
増大や高学歴化の進展等は
，我々の求める生活の内容
を
，画一，均質なものから多様で選択的なものへと変
えつつある
。また，科学技術の進展は，ハードウェア
中心から情報化を中心とするソフトウ
ェアの比重を高
めつつあり
，そのことかかわって，人間や社会と調
和のとれた科学技術の展開が求められている
。このよ
うな傾向は
，規格化された偏差値型人間でなく，知的・
文化的生産能力の高い曇哇的
・創造的で感性豊かな人
間を求めることとなる
。換言すれば，記憶力中心の詰
め込み教育から
，一獲得した知識や情報を適切に使いこ
なし，自分で考え，創造し，表現する能力が重視され
ることになる。
このような背景と新しい教育課題を視野に入れなが
ら，個性を生かす社会科の授業を創造していくこと
求められるのである。
５　国際化の進展とその課題
これは
，答申の改善のねらいの（4）にかかわる課題で
ある
。すなわち，「諸外国の人々の生活や文化を理解
し尊重するとともに
，我が国の文化と伝統を大切にす
る態度を育成することを重視していく」ことである。
このことに関しては
，これまでも国際理解教育として
実践され
，また最近では，異文化理解教育や開発教育
などの取組みがなされ，成果をあげているところであ
る。
しかし
，これまでのところ，こうした実践は，研究
指定校や実験校など一部の学校に限られ，社会科の授
業として一般化されることは少なかった。今回は，そ
の視点が
，小・中・高等学校を通して，学習指導要領
に具体化され
，実践の一般化が期待されたのである。
まず，教科目標において，従来の目標に「国際社会
４－
に生きる
」という文言が加わったところにその特色を
みることができる
。これを受けて，「内容」や厂内容
の取扱い
」に国際化の視点が導入され，国際比較を加
味した学習などの展開が期待されているのである
。以
下，小学校と中学校の場合について例示してみよう。
＜小学校＞
・第３学年の「内容の取扱い」の（3）
内容の(3) (地域の消費生活）及び（4）（地域の生
産活動）については
，地域の生活が国内の他地域
だけではなく
，外国ともかかわりがあることに気
付かせるよう配慮するものとする
。
・第４学年の「内容」の（3）
……県（都，道，府）内における人々の生活は
国内の地域や外国ともかかわりがあることに気付
くようにする。
・第５学年の「内容」の>13)のア
我が国の陸上
，海上，航空などの運輸業や主な
貿易相手国と輸出入の品目などについて
，地図や
地球儀
，資料などで調べて，我が国の運輸業の働
きや貿易の特色について理解する
。
・第６学年の「内容」の（3）
今日
，我が国は経済や文化の交流などで世界の
国々と深いつながりをもっていることを理解でき
るようにするとともに
，平和を願う日本人として
世界の国々と協調していくことが大切であること
を自覚できるようにする。＜中学校＞
・地理的分野の「内容」の（1）のア
（イ）　人々の生活と環境
世界の諸地域における人々の生活とその変化
の様子を自然及び社会的条件と関連付けて大観させ，世界の人々の生活や環境の多様性に着目
させる。
以上の例示にも見られるように
，今回は，学習指導
要領において
，国際ｲ匕の視点がより積極的に示されて
いる
。そこで，これをどう教材化し，授業実践に具体
化していくかが当面の課題となる
。その場合，問題と
されなければならないのは
，国際社会に生きる日本人
の育成である
。授業のねらいは，この方向において生
かされなければならない
。換言すれば，それは，「地
球的視野に基づく連帯意識の形成」ということになろ
う。
このような取組みの
一つの手がかりとなるのが，小・
中・高等学校を通して学習指導要領の「総則」に共通
に示された次の事項である。
活経験を生かすなど適切な指導を行うこと
。」
いわゆる帰国子女への取組みである。海外で暮らし
ている日本の子供の数は
，５万数千人にも達している
といわれる
。これから，日本中のどこの学校でも，
受入れ校にならざるをえない状況下にあるのである
。
ところが
，現在，この子供たちは帰国したことによっ
て社会的違和感や疎外感に悩んでいる
。いわゆる逆カ
ルチュア
・ショックを受けているのである。このよう
な状況下においては
，いくら異文化理解教育や国際理
解教育を行っても，単なる知識習得の域を出るものと
はならないであろう。
一般に，日本人の生き方や人づき合いなどの前提に
「同質性
」という要素があるといわれる。そのため，
とかく日本人は「異質なもの
」への拒否反応や排除の
感覚が特に強い
。これが，いじめや仲間はずれなど
「逆カルチュア
・ショック」の背景の一つになってい
ることは
，指摘されているとおりであるＯそこで，国
際理解教育に深いかかわりをもつ社会科としては
，異
物排除の感覚や態度を払拭し
，連帯意識を育る方向
にこれからの授業のねらいを置く必要があろう
。
いま
一つ重要な国際化への対応は，人類共通の新し
い課題への取組みである。この点については，これま
で部分的にではあるが実践されてきた開発教育
，環境
教育
，異文化理解教育，グローバル教育等の成果に学
ぶことが大切である
。そして，時代の変化に対応しな
がら
，地球的視野で物事をとらえ，地球市民的資質を
身に付けていくことが求められる
。そのことが，我が
国の文化と伝統に対する関心や理解を深めることにも
つながっていくのである。
６　その他の新しい課題
ここでは
，今回特に留意された①消費者教育，②情
報化への対応，③多様化，弾力化の措置を中心に考え
てみよう。
①については，まず小学校第３学年でこの点が示さ
れている
。「内容の取扱い」の（2）に，「内容の（3）につ
いては
，地域の消費生活の特色を消費者の立場から考
えさせるよう配慮する必要がある
。」と示されたのが
それである
。これを受けて，第５学年の食料生活にか
かわる内容については
，『指導書』において，「消費
者の需要に応え良質な食料の生産をするためにどのよ
うな工夫を行っているかを理解させる必要がある。」
と発展的学習を期待している。
中学校においては
，公民的分野のF‾内容」の（2）のイ
において「消費者の保護」が位置づけられている。そ
匚海外から帰国した児童（生徒）などについては，　　して，このことに関して，「内容の取扱い」の（3）のイ
学校生活への適応を図るとともに，外国における生　　に次のように示されている。「『消費者の保護』につ
－５－
いては
，現代社会における取引の多様化や契約の重要
性を取り上げ
，消費者として主体的に判断し行動する
ことが大切であることを考えさせるよう留意するこ
と。」
②については
，小学校の場合，第５学年の匚内容」
の（3）のイが直接的な例といえる
。すなわち，「我が国
の放送
，新聞，電信電話などの産業について，見学し
たり資料で調べたりして
，これらの産業は国民の日常
生活と深いかかわりがあることや国民の生活に大きな
影響を及ぼしていることを理解するとともに
，これら
の産業に従事している人々が工夫や努力をしているこ
とやこれからの生活において情報の有効な活用が大切であることに気付く。」がそれである。
中学校では
，公民的分野の「内容」の（1）の「ウ情
報と社会
」がそれに当たる。そこでは次のように示さ
れている
。「情報の増大及びその働きが社会生活を変
化させていることを理解させ
，情報と人間とのかかわ
りについて考えさせる
。」これを受けて，厂内容の取
扱い
」の（2）のウに，厂マス・メディアなどの発達や働
きを取り上げ
，情報の重要性及びその適切な活用につ
いて考えさせるよう留意することＯ」と示されてい
る。
以上
，小・中学校の場合について，学習指導要領の
関連部分のみを紹介したが
，高等学校においても，
「消費者保護
」や「情報を主体的に活用する学習活動
の重視
」が示されている。共に，従前以上に強調され
ている内容だけに，新しい視点から取り組んでいく必
要がある。
③は
，今回の改訂の大きな特色である。教材の取り
上げや授業展開において，様々な工夫が可能となって
-
いる。中学校では，生徒の主体的な学習を促すために，
各分野において適切な課題を設けて行う学習の充実が
示されている
。また，新しく「選択教科として社会」
が設けられ
，そこでは，「分野間にわたる学習，自由
研究的な学習，見学・調査，作業的な学習など」の工
夫が示されている。
高等学校の場合は
，教育課程の枠組みそのものが弾
力化
，柔軟化され，多様な実践がより一層可能となっ
た
。その一つに「その他の科目」が設置者の判断で設
けることができるようになったことが挙げられる。学
習指導要領の「総則編」の解説に例示されたものとし
て
，「倫理講読」，「環境問題」，「地域研究」など
がある
。普通教科としては初めての試みだけに，生徒
の多様なニーズに応えて各学校で新科目を設け，楽しい授業をつくっていきたいものである。
７　おわりに
本稿では
，高等学校の「地理歴史科」，匚公民科」
も含めて匚社会科」として一括して論じた。その際，
特定の学校段階における課題というよりは
，小・中・
高等学校の各段階に共通する一般的なものを網羅的に
取り上げることとした
。したがって，課題展開の視点
を示すところまでは至っていない。
新しい課題を各学校段階ごとにどう展開すればよい
か/その授業における具体的な取組みについては
，本
学会の若い研究者に期待することにした
。その際の授
業の構図が
，理論的，実証的な研究とその枠組みで示
されなければならないことはいうまでもない
。本学会
の研究活動を通して
，授業実践がより深みのあるもの
となっていくことを期待する次第である。
６－
